
◉六次産業化、都市農村交流、都会のマルシェ販売、特産品開
発、被災地の援農ボランティア活動など、「食と農」をつなぐ
ことで、地方を元気にする取組事例とエピソードが満載！
◉官僚という安定した生活を捨ててまで、「食と農」の現場に
飛び込んだのはなぜか？
◉ＮＰＯを始めるまでの心の葛藤、家族の反対と理解、同じ志
を持つ人たちとの出会いなど、誰もが抱える悩みや経験を
書き下ろし。
◉食農分野の新規事業立ち上げ・起業を目指す人、農的生活に
興味のある人必読！

「都市と地域」「食と農」の新しい出会い
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第５章　都会人は農的体験を求める
子牛で開墾
オオタカが棲む里山
大雪が被災地支援の記憶を呼び覚ました
都会の屋上で農的体験
ランナーとの出会い

第６章　青空市から「ちよだいちば」開店へ
ちよだフードバレーネットワーク会議
東京のど真ん中で地方の本物を売るちよだ青空市
ホテルグランドパレスのホテ市
ワテラスマルシェ
大好評のワテラスバーガー
オレンジ隊発足
毎日楽しい「ちよだいちば」

農商工連携・六次産業化・六次産業化ファンドの上
手な利用法
＜農商工連携＞
商工業者と農業者が連携して事業を展開することに対して補助金が
出る
＜六次産業化＞
農林漁業者が申請者で、生産物の加工、新たな販路開拓のために補助
金が出る
＜六次産業化ファンド＞
農林漁業者と企業の合弁事業体（企業・生産法人）に事業資金の半額
を出資
＜農業を事業として考える人に大きなメリット＞

目 次（抜粋）

序　章　そうだ、トマトを植えてみよう！
津波の塩害農地でトマトが育った！

第１章　役所を辞めてＮＰＯを立ち上げた
辞めると言ったら､妻は３か月間口を聞いてくれなかった
耕作放棄地の開墾で体が喜んだ
原子力・宇宙から地方・農業へ
面白いのは、食と農の新しい出会いを創ることだと気づいた

第２章　アクションを起こす人材育成
－農商工連携プラニング講習会と食農起業塾－

高級イチゴ生産と加工品製造で六次産業化
スーパー証券ウーマンから六次産業化プランナーに転身
都市近郊農業後継者が新たに取り組む六次産業化
自社農場生産物を調理・販売するカフェ＆ショップ
67歳でスタート、沖縄コーヒーの六次産業化で自立支援事業
桜や自家栽培果実の加工・販売で評価がうなぎ上り
農家の嫁が事業化した、農業体験＆採れたて野菜の料理教室
フレンチのスーパーシェフがご夫婦で受講
定年退職者・高齢者向けビジネスモデルとして好評価

第３章　被災地復興支援、やれることはいっぱいあ
る！

福島応援食事会＆青空市の開催で支援活動
多くの人の協力でできた被災地支援
収穫したキャベツの葉脈部分を生でポリポリ食べた
仮設住宅から畑通って農業を再開
耕作放棄危機の陸田で岩沼白菜を生産、ブランド化を図る
企業の支援で、津波ですべてを失った北釜の農業が復活
イチゴ栽培復活を目指す若者農業者の自立をサポート

第４章　食農交流による地域活性化
─六次産業化、専門家派遣制度と共生対流交付
金の活用─

マグロ・カツオ加工品で六次産業化・地域ブランド化
村の特産品タンカンの地域ブランド化戦略進行中
六次産業化と共生・対流交付金の掛け合わせで事業推進
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